
面　　積 人口密度

22年 人 ｋ㎡ 人

増減率 ％

23.3.31 人 国　調 ％ ％ ％

22.3.31 人
17　年 1,550 人 44,943 人 179,830 人

増減率 ％ 国　調 0.7 ％ 19.2 ％ 76.7 ％

平成22年度 平成21年度 増減額

1. ① 133,362,105 131,668,727 1,693,378 1.3 ％

2. ② 129,355,606 125,525,915 3,829,691 3.1 ％

3. ③ 4,006,499 6,142,812 △ 2,136,313 △ 34.8 ％

4. ④ 619,272 602,002 17,270 2.9 ％

5. ⑤ 3,387,227 5,540,810 △ 2,153,583 △ 38.9

6. ⑥ △ 2,153,583 2,663,895 △ 4,817,478

7. ⑦ 1,394,361 80,180 1,314,181 1,639.0

8. ⑧ 476,500 0 476,500 皆増

9. ⑨ 0 103,031 △ 103,031 皆減

10. △ 282,722 2,641,044 △ 2,923,766

％

％

％

％

歳　　出 実質収支
（総費用） （純損益）

企非 7,816,695 198,389 1,900,000 - ％

事 38,241,669 170,102 4,000,000

事 1,050 0 1,050

企非 109,823 3,891 15,000 -

事 53,536 9,151

企非 1,013,239 26,129 380,000

事 17,775,582 39,987 2,658,794

事 176,490 0 125,315

企非 1,173,606 25,035 0 -

事 3,459,506 12,223 444,353

企適 1,643,625 0 401,435 -

適　　　用
年 月 日

市 町 村 長 19年4月1日 百円 百円

副 市 町 村 長 19年4月1日

教 育 長 19年4月1日

議 会 議 長 19年4月1日

副 議 長 19年4月1日

議 会 議 員 19年4月1日

注）「企適」は、平成２２年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部を適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地
方公営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記のうち収益事業をいう。

（単位：千円）

普通会計から
の負担金又は
繰 出 金

歳 入 総 額

歳 出 総 額

差引（形式収支）(①-②)

翌年度に繰り越すべき財源

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

単 年 度 収 支

市川駅南口再開発

後期高齢者医療

交通共済

介護ｻｰﾋﾞｽ事業

市場事業

老人保健

介護保険

介護老人保健施設

産　　　　業　　　　構　　　　造

決 算 状 況

平  成  22 年  度 市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名 市 川 市

１ ２ ２ ０ ３ ３

人口集中地区人口人　　　　　口

3
市 町 村
類 型

H22 普 通交 付税
種 地 区 分

Ⅳ－３

Ⅰ－６

番号

474,926

466,608

1.8

第１次
人

就
業
人
口

区　　分

人
22　年

第２次 第３次

人 人

4.3

公 債 費 負 担 比 率

経 常 収 支 比 率

財　政　指　標　等

1.14

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率

90.9

9.4

16,157,480

71,076,290

8,190,241

財 政 健 全 化 判 断 比 率

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

－

－

積 立 金 現 在 高

下水道

国保(事業)

113,714

53,536

普通会計か
らの繰入額

組　　合　　等　　名

38,845,701

1,050

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）

会　　計　　名
歳　　入

（総収益）
種別
（注）

8,015,134

1,643,625

1,039,368

17,809,725

176,490

1,198,641

3,471,729

71教 育 公 務 員

3,644

8,370

511

合 計 3,008

3,412

3,695

308

7,280

7,240

国 勢
調 査

住 民 基
本 台 帳

53,819,603

3,599

10,160

市川市土地開発公社

一 部 事 務 組 合 加 入 状 況

将 来 負 担 比 率

区　　　分
1人当たり平均給料

千葉県後期高齢者広域連合

56,926,181

特　　　別　　　職　　　等　(H23.4.1現在)

給
与
等
の
状
況

○

地域指定等の状況

6,040

6,520

（報酬）月額　 　百円

農　  　工

リゾート

半島振興

461,014

人

繰 上 償 還 金

積 立 金 取 崩 し 額

17年 57.40 8,274
22年国調

17年国調
人

対H21増減率

455,300

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

78,928,434標 　準 　財 　政 　規 　模

基　準　財　政　収　入　額

461,638

-0.1

基　準　財　政　需　要　額

積 立 金

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

区　　　　　　　分

地 方 公 営 事 業 会 計 の 状 況

実 質 公 債 費 比 率 2.3

20.1

　うち臨時財政対策債発行可能額 4,733,052

公害防止

低　  　工

過疎地域

山村振興

○近郊整備

広　  　域

病院事業

千葉県市町村総合事務組合

左のうち投資的経

費充当額又は繰出

基 準 内 繰 出 金

02,039,839

3,934 0

区　　　分

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等

1人当たり平均給料支給
月額(H23.4月分)　　百円

3,6432,937一 般 職 員

職　員　数
(H23.4.1現在)

うち技能労務職員

うち消防関係職員

1,079,624

第三セクター等名
H22年度末の
債務保証額又
は損失補償額

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

う ち 財 政 調 整 基 金

債務負担行為支出予定額

地 方 債 現 在 高

29,002,883



3

経常一般財源等 決算額 一般財源等
経常的経費充当
一 般 財 源 等

57.9 ％ △ 0.8
％

71,063,570 30,448,566 23.5
％

△ 2.0
％

28,571,715 27,471,494 34.0
％

0.6 △ 2.8 841,060 22,100,226 17.1 △ 3.1 20,286,308

0.2 △ 7.4 277,506 30,224,701 23.4 37.5 9,172,186 9,165,504 11.4

0.1 △ 20.5 108,263 9,218,598 7.1 10.0 8,843,570 8,367,070 10.4

0.0 △ 15.4 59,503 9,218,598 7.1 10.0 8,843,570 8,367,070 10.4

2.7 △ 0.2 3,602,080 0 0.0 - 0 0 -

0.2 △ 17.7 69,891,865 54.0 13.8 46,587,471 45,004,068 55.8

0.0 - 22,812,682 17.6 △ 3.0 18,144,648 17,340,953 21.5

0.6 △ 14.3 796,535 1,361,203 1.1 △ 5.3 1,041,621 976,503 1.2

0.2 56.4 4,348,607 3.4 △ 60.8 3,701,505 3,012,506 3.7

0.0 - 999,100 0.8 △ 0.9 0 0 0.0

0.2 56.4 7,983,085 6.2 8.6 7,069,632 7,069,632 8.8

62.6 △ 1.0 77,025,541 107,396,542 83.0 1.5 76,544,877 73,403,662 90.9

0.0 △ 7.9 58,882

0.6 △ 9.3 0 2,916,420 2.3 309.3 2,885,678

2.5 3.0 468,015 0 0.0 - 0

0.8 △ 2.3 0 3,575,970 2.8 △ 0.3 3,574,449

15.9 △ 1.2 0 0.0 - 0

0.0 - 0

5.2 23.2 15,466,674 12.0 0.4 7,554,880

0.3 60.9 140,274 856,967 0.7 17.9 837,361

0.2 △ 1.8 15,455,781 11.9 0.3 7,543,987

0.4 46.1 補　　　助 7,222,213 5.6 △ 3.2 977,705

4.6 44.2 単　　　独 8,233,568 6.4 3.7 6,566,282

2.0 2.2 17,788 10,893 0.0 - 10,893

4.8 △ 10.8 0 0.0 - 0

0.0 -

2.2 50.0

100.0 1.3 77,710,500 129,355,606 100.0 3.1 90,559,884

超 過 課 税 分
収 入 済 額

決算額 一般財源等

個　　人　　分 46.9
％

△ 6.1 0 722,919 0.6
％

△ 5.3
％

722,918 道 路 舗 装 率 99.6
％

法　　人　　分 4.4 9.0 215,921 15,880,957 12.3 △ 27.7 13,990,627 道 路 改 良 率 87.8
％

35.6 4.1 0 49,988,216 38.6 20.5 25,578,609 上 水 道 等 普 及 率 98.3
％

0.3 1.0 0 15,290,369 11.8 10.1 12,916,555 下水道普及率（人口） 70.2
％

3.0 5.1 142,176 0.1 △ 13.1 129,337 し 尿 収 集 率 2.1
％

0.0 - 0 245,843 0.2 △ 7.9 226,895 し尿衛生処理率 100.0
％

0.0 △ 100.0 1,398,612 1.1 △ 1.0 425,818 ご み 収 集 率 100.0
％

90.2 △ 1.2 215,921 15,494,165 12.0 △ 12.6 10,065,512 ごみ焼却処理率 85.8
％

0.0 - 0 5,570,625 4.3 △ 3.0 5,238,596 保育所施設充足率 88.0
％

9.8 3.6 0 15,388,516 11.9 12.0 12,406,837 幼稚園施設充足率 71.6
％

0.0 - 0 10,893 0.0 - 10,893 小 学 校 非 木 造 比 率 99.9
％

1.8 1.4 9,222,315 7.1 10.0 8,847,287 中 学 校 非 木 造 比 率 99.9
％

8.0 4.1 0 0.0 - 0

0.0 - 0 0.0 - 0

100.0 △ 0.8 215,921 129,355,606 100.0 3.1 90,559,884

△ 6.2

・ 本八幡A地区市街地再開発事業（2,098）

97.9% 26.5% 92.7% ・ 都市計画道路３・４・１８号整備事業（1,650）

市町村民税 97.4% 23.0% 90.9% ・ 東京ベイ・浦安市川医療センター整備事業工事費（1,500）

固定資産税 98.2% 32.9% 94.3% ・ 小学校耐震補強事業（1,198）

83.0% 13.1% 54.4%

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。
注)調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

徴
収
率

国民健康保険税（料）

（単位：千円）

94,566,383

77,710,500

合　　　　　　　計 合　　　　　　　計

都 市 計 画 税

水利地益 税等

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

前年度繰上充用金

滞納繰越分 合　　　計

事 業 所 税

77,249,666

区　　　　　分

6,186,096

0

国民健康保険税（料） 10,819,350

現年課税分

市 町 村 税

212,904

0

1,376,411

2,329,995

530,673

2,671,896諸 収 入

地 方 債

繰 入 金

繰 越 金

6,381,600

6,142,812

目 的 税

固 定 資 産 税

入 湯 税

内
訳

法定外普通税・旧法税

特 別土 地保 有税

法定普通税小計 土 木 費

市 町 村 た ば こ 税 労 働 費

鉱 産 税 農 林 水 産 業 費0

教 育 費

0

7,562,507

決算額

0

69,687,159

27,463,285

207,838

消 防 費

商 工 費

区　　　　　分

民 生 費

軽 自 動 車 税 衛 生 費

議 会 費

総 務 費

市町村
民 税

36,256,563

3,429,478

区　　　　　分

合　　　　　　　計 合　　　　　　　計

0

133,362,105

うち減収補てん債特例分

3,000,000うち臨時財政対策債

財 産 収 入

寄 附 金 普 通 建 設 事 業 費

う ち 人 件 費356,102

293,391

国有提供施設等所在市町村

助 成 交 付 金

都 道府 県支 出金 投 資 的 経 費

0

6,978,406

手 数 料
繰 出 金
( 経 常 的 な も の を 除 く )

国 庫 支 出 金 前年度繰上充用金

1,061,475

21,247,331

使 用 料
投資及び出資金・貸付金
( 経 常 的 な も の を 除 く )

836,277

3,378,719

83,424,541

地 方 交 付 税

分担金及び負担金 積 立 金

交通安全対策特別交付金 58,882

普通交付税 0

地方特例 交付 金等

構成比 対H21増減率

796,535

内
訳

一　般　財　源　計

0

212,904

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

特別交付税

扶 助 費

軽油引取 税交 付金 物 件 費

自 動 車 取 得 税 交 付 金 義務的経費小計277,024

0
277,024

3,602,080地方消費 税交 付金

Ⅳ－３

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

市 川 市

決算額区　　　　　分 対H21増減率
経 常 収 支
比 率区　　　　　分構成比 対H21増減率 構成比

地 方 税 人 件 費77,249,666

841,060地 方 譲 与 税 う ち 職 員 給

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

108,263

59,503

277,506

内
訳

公 債 費

元 利 償 還 金

うち債務負担行為に係る支出額に
充当された一般財源等の額

内
訳

内
訳

失 業 対 策 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

一 時 借 入 金 利 子

経常的経費充当一般財源等

維 持 補 修 費

投資的経費充当可能一般財源等

73,403,662

経 常 的 繰 出 金

投資及び出資金・貸付金
（ 経 常 的 な も の ）

経常的経費小計

補 助 費 等

平成２２年度大規模事業（かっこ書きは、平成２２年度事業費　単位：百万円）

5,884,283

11,561,379

経 常 一 般 財 源 等

一 般 財 源 等 総 額

公共施設の整備状況
構成比 対H21増減率

目　　　的　　　別　　　歳　　　出


